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佐賀大学における FD 活動の記録は平成 12 年度の佐賀大学 FD（ファカルティ・ディベ
ロップメント）調査・研究報告書（佐賀大学大学教育委員会、2001a）の中に初めて現れ
る。そこには「平成 12 年度大学教育委員会の中に FD に関するワーキング・グループを
設置し、本学における FD のあり方に関する調査・研究を開始した」と記述され、ワーキ




３）学内における FD に対する啓蒙のために講演会を開催すること。 
４）佐賀大学における FD への取り組みの基礎資料とするために全学の教員を対象に、
教育上の問題点に関するアンケート調査を行うこと。 







当時は FD 活動の概念が明確に認識されていなかったため、授業評価と FD 活動は独立し
た活動として捉えられていたようである。現在では授業評価アンケートの実施と教育改善
が FD 活動の中心と言っても過言ではない状況にあり、８年前と FD 活動の捉え方が変化
してきている。そこで本論では授業点検・評価を中心に佐賀大学の FD 活動の推移につい
て整理し、今後の活動の展望について考察したい。 
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きな変化としては平成 15 年に佐賀医科大学との統合、平成 16 年の国立大学法人化があげ
られよう。高等教育開発センターが設置されたのは平成 15 年 10 月であるが、専任教員が
配属され実質的な活動を開始したのは平成 16 年４月からであった。また、平成 19 年 12
月にはコンソーシアム佐賀が設立され、今後の活動が期待されている。 
 平成 12 年度の FD 活動としてあげられるのは教員アンケートの実施、FD に関する調査
研究、FD 講演会の開催であり、授業評価アンケートの試行がそれに加えられる。この教
員アンケートは平成 12 年度に行われた後、期間を空けて平成 18 年度（佐賀大学大学教育
委員会・高等教育開発センター、2007a）に再び行われている。後者のアンケートは前者
に比べ、認証評価を意識した設問が多いのが特徴である。FD に関する調査研究は、ワー
キンググループのメンバーが FD 先進大学へ訪問し、当該大学での FD 活動について聞き
取り調査するものであった。この取り組みは平成 13 年度まで続けられていたが、近年は
そのような報告はない。FD 講演会の実施は平成 12 年度から現在まで続けられている。当
初全学的な講演会であったものが現在では各学部でも独自に開催され FD 活動の重要性は
少なからず教職員に浸透しているものと期待される。平成 13 年度から 14 年度までの２年 
図 1 佐賀大学における FD 活動の推移
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間、FD 合宿セミナーを行っている。これは FD 活動の組織化・具体化を推進するために
集中的な議論の場を設けるべきという考えに基づいている。しかしながら、予算面やスケ
ジュールの都合から現在では実施されていない。授業評価アンケートに関しては、授業改
善も含め後述する。以上述べてきた取り組みは FD 調査・研究報告書として平成 13 年度
から 15 年度の３年間刊行されている（例えば、佐賀大学大学教育委員会、2001a）。現在
では学部毎に FD 活動報告書を大学教育委員会に提出する形態となっている。 
















 図１に示すように佐賀大学では平成 12 年に学生による授業評価アンケートを試行的に
始め、平成 13 年度から現在まで継続的に実施してきた。平成 17 年 11 月にはほとんどの
授業科目を対象とした「授業評価実施要領」を定め、従来曖昧であった実施基準が整備さ
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扱う理由は、統合前からさらに先進的な FD 活動を既に行っているためである。 
 図２に平成 12 年の試行も含めた共通アンケートの実施率の推移を示した。図に明らか
なように開始当初の実施率は 20%程度であり、共通アンケートが教員に受け入れられてい
なかったことが伺える。平成 14 年度からは FD 活動の認知が進んできたためか、実施率
は 40%近くに達している。そして、平成 16 年度までの３年間は同程度の実施率で推移し
ていることがわかる。平成 17 年度は認証評価への対応が本格的に始まった年でもあり、
共通アンケートの実施率も 40%を超えてきた。前述のようにこの年に「授業評価実施要領」
が定められており、平成 18 年度前期はその影響もあってはじめて 50%を超えている。平
成 18 年度後学期からは「佐賀大学学生による授業評価アンケート実施要領」や「授業評
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があるだろう。２）に関しては学生の数が少ない方が評価が高い（安岡、2004）ことが指
摘されている。そこで、図３に平成 19 年度前学期の共通アンケート結果を受講数 16 名未
満と 16 名以上の科目に分けて満足度の頻度分布を調べてみた。満足度のピークは 16 名以
上の科目では 3。5〜4 にあるが、16 名未満では 4〜4。5 にある。満足度が 4。5〜5 の科

















図 4 科目種別の満足度と平均点の関係 
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図 5 満足度と他の質問項目との関係 
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